
第59期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・連結計算書類の連結注記表

・計算書類の個別注記表

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」
につきましては、法令及び当社定款の定めにより、当社ウェブ
サイト（アドレス https://www.koken-ltd.co.jp/ir/stock/
meeting.html）に掲載することにより株主の皆様へご提供し
ております。



連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記事項

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数　　１社
連結子会社の名称　SIAM KOKEN LTD.

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社SIAM KOKEN LTD.の決算日は９月30日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日
との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
連結決算日前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ
時価法を採用しております。
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建物 ７～50年
機械及び装置 ５～９年

③　たな卸資産
製品・仕掛品

総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

商品・原材料
移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。
貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。また、在外連結子会社は定額法を採用しておりま
す。
　ただし、当社は、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については
定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間
（５年）に基づいております。

③　リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有
の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース
期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 2 －



⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額に基づき計上しております。

③　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額
を計上しております。

④　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

⑤　役員株式給付引当金
役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、株式給

付債務見込額を計上しております。
⑥　株式給付引当金

　株式給付規程に基づく従業員に対する当社株式の給付に備えるため、株式給付
債務見込額を計上しております。

⑷　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。
なお、在外子会社の資産・負債は在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定に含めております。
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⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理

を、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合の為替
予約については振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
Ａ　ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金
Ｂ　ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建債権・債務及び外貨建予定取引
③　ヘッジ方針

当社は、社内で定めたデリバティブ取引に関する管理規程に基づき取引を行
い、為替変動リスク、金利変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
当社は、ヘッジ対象の相場変動又は、キャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率
によって有効性を評価しております。特例処理によっている金利スワップ及び、
振当処理を行った為替予約については、有効性の評価を省略しております。

⑹　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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５．表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３
月31日）を当連結会計年度から適用し、連結注記表に「会計上の見積りに関する
注記」を記載しております。

６．会計上の見積りに関する注記
たな卸資産の評価

⑴　当連結会計年度計上額
たな卸資産　　　　　1,796,308千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結会計年度末における正味売却価額が取得原価より下落している場合には、
当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。また、製造年月
又は取得年月から一定期間を経過したたな卸資産については、販売実績又は使用
実績等合理的と考えられる要因に基づき、たな卸資産の種類毎に規則的に帳簿価
額を切り下げております。
　当社事業が属する市場の環境が予測より悪化し、たな卸資産の評価に影響を与
える要因が変動した場合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額
に重要な影響を与える可能性があります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 10,540,709千円

⑵ 担保に供している資産　　有形固定資産 6,134,391千円

受取手形 97,643千円
電子記録債権 6,663千円

当座貸越極度額及び
コミットメントラインの総額 3,100,000千円

借入実行残高 1,465,000千円
差引額 1,635,000千円

7．連結貸借対照表に関する注記事項

　上記物件は、短期借入金1,465,000千円、１年内返済予定の長期借入金923,500千
円、長期借入金3,099,000千円の担保に供しております。

⑶ 期末日満期手形等の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当
決算期末日が金融機関の休業日であったため、次の決算期末日満期手形等が決算期
末日残高に含まれております。

⑷ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約及びコ
ミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年
度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

－ 6 －



（単位：株）
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度増加

株式数
当連結会計年度減少

株式数
当連結会計年度末

株式数
発 行 済 株 式
　 普 通 株 式 5,104,003 － － 5,104,003

合 計 5,104,003 － － 5,104,003
自 己 株 式
　 普 通 株 式 98,108 10,800 10,800 98,108

合 計 98,108 10,800 10,800 98,108

８．連結株主資本等変動計算書に関する注記事項
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)１．当連結会計年度末の自己株式（普通株式）には、取締役株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）が保有する当社株式15,530株及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）が
保有する当社株式41,470株が含まれております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加10,800株は、取締役株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の取得による増加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少10,800株は、取締役株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）への拠出による減少でありま
す。
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決 議 株式の種類 配当金の総
額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2021年３月26日
定時株主総会 普通株式 227,344 45 2020年12月31日 2021年３月29日

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総
額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2022年３月29日
定時株主総会 普通株式 177,201 35 2021年12月31日 2022年３月30日

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

(注)「配当金の総額」には、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）及び従業員株式給付信託（Ｊ
－ＥＳＯＰ）が保有する当社株式46,200株に対する配当金2,079千円が含まれておりま
す。

②　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

(注)「配当金の総額」には、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）及び従業員株式給付信託（Ｊ
－ＥＳＯＰ）が保有する当社株式57,000株に対する配当金1,995千円が含まれておりま
す。
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９．金融商品に関する注記事項
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、市場環境や長期、短期のバランスを勘案して、必要な資金を
調達しております。また、資金運用は安全性の高い短期預金等で運用し、投機的
な取引は行わない方針であります。また、デリバティブ取引について、金利変動
リスク及び為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方
針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品に係るリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒
されておりますが、当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理
を行っております。
　投資有価証券については、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、当該
リスクに関しては、上場株式等については、四半期ごとに時価の把握を行い、非
上場株式等については、定期的に財務状況等の把握を行っております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日で
あり、流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、手許流動性
を一定レベルに維持することにより、流動性リスクを管理しております。
　短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、長期借入金及びファイナンス・リ
ース取引に係るリース債務は、主に運転資金と設備投資に係る資金調達を目的と
したものであり、流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、
手許流動性を一定レベルに維持することにより、流動性リスクを管理しておりま
す。また、借入金については、金利の変動リスクに晒されているため、ヘッジの
手段としてデリバティブ取引（金利スワップ）の利用を検討し必要に応じて実施
しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の「連結計算書類作成のため
の基本となる重要な事項に関する注記事項」に記載されている「４．　⑸　重要
なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
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　外貨建債権・債務及び外貨建予定取引については、子会社との取引によるもの
であり、為替変動リスクにも晒されておりますが、当該取引についてのヘッジ手
段として、デリバティブ取引（為替予約）の利用を検討し必要に応じて実施して
おります。
　デリバティブ取引の執行・管理については、経理規程等に従い、経理部が決裁
責任者の承認を得て行っております。また、デリバティブ取引の契約先は、いず
れも信用度の高い大手金融機関に限定しており、相手方の契約不履行によるいわ
ゆる信用リスクは殆どないと判断しております。なお、デリバティブ取引は社内
規程等に従い、リスクヘッジ目的以外のデリバティブ取引は行わない方針であり
ます。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動
要因も織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額
が変動することもあります。
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連結貸借対照表
計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）
①　現金及び預金 2,187,870 2,187,870 －
②　受取手形及び売掛金 2,987,611 2,987,611 －
③　電子記録債権 869,383 869,383 －
④　投資有価証券 73,707 73,707 －
　資産計 6,118,572 6,118,572 －
①　買掛金 239,530 239,530 －
②　未払金 165,481 165,481 －
③　短期借入金 1,465,000 1,465,000 －
④　１年内返済予定の長

期借入金 1,023,500 1,023,916 416

⑤　未払法人税等 155,717 155,717 －
⑥　リース債務（短期） 147,410 143,649 △3,761
⑦　長期借入金 3,324,000 3,327,893 3,893
⑧　リース債務（長期） 169,404 167,085 △2,319
　負債計 6,690,045 6,688,274 △1,770
デリバティブ取引(＊) △33,135 △33,135 －

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは含まれておりません（（注2）参照）。

　(＊) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており､合
計で正味の債務となる項目については△で示しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額によっております。

④投資有価証券
　投資有価証券である株式の時価については、取引所の価格によってお
ります。

負　債
①買掛金、②未払金、③短期借入金、⑤未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額によっております。

④１年内返済予定の長期借入金、⑦長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。金利スワ
ップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一
体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含め
て記載しております。

⑥リース債務（短期）、⑧リース債務（長期）
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った
場合に想定される料率で割り引いた現在価値により算定しております。
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ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等

（千円）
契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
(千円)

原則的
処理方法

金利スワップ取引
変動受取・
固定支払

長期借入金 1,782,000 1,518,000 △33,135

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式等 696

デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
・金利関連

（注）時価の算定方法
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借
入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時
価に含めて記載しております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

※非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積る
などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対
象とはしておりません。
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１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,187,870 － － －

受取手形及び売掛金 2,987,611 － － －

電子記録債権 869,383 － － －

合計 6,044,865 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 1,023,500 860,000 834,000 834,000 334,000 462,000

リース債務 147,410 112,196 51,407 5,255 545 －

合計 1,170,910 972,196 885,407 839,255 334,545 462,000

金銭債権の決算日後の償還予定額

長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

賃貸等不動産に関する注記事項
当社は、賃貸等不動産を所有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しい

ため記載を省略しております。
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１株当たり純資産額 2,220円01銭
１株当たり当期純利益 172円27銭

10．１株当たり情報に関する注記事項

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

２. 株主資本において自己株式として計上されている「取締役株式給付信託
（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」に残存する自
社の株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、期
中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
「１株当たり純資産額」の算定上、控除した当該自己株式数は、「株式給
付信託（ＢＢＴ）」は15,530株であり、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ
Ｐ）」は41,470株であります。
　また、「１株当たり当期純利益」の算定上、控除した当該自己株式数の
期中平均株式数は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」は14,997株であり、
「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」は40,258株であります。

11．重要な後発事象に関する注記事項
該当事項はありません。
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建物 ７年～50年
機械及び装置 ９年

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 決算日前１か月の市場価格等の平均に基づく時価
法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
②　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ…………時価法
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を
採用しております。

商品・原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法
（リース資産を除く）　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

－ 16 －



無形固定資産 定額法
（リース資産を除く）　　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社

内における見込利用可能期間（５年）に基づいて
おります。

長期前払費用 定額法
リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産は、自己所有の固定資産に適用する減価償
却方法と同一の方法を採用しております。所有権
移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法を採用しております。

⑶　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

⑷　引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額
に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。

役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため､
支給見込額に基づき計上しております。

役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式
の給付に備えるため、株式給付債務見込額を計上
しております。
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株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員に対する当社株式の
給付に備えるため、株式給付債務見込額を計上し
ております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理

を、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合の為替予
約については振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
Ａ　ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金
Ｂ　ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建債権・債務及び外貨建予定取引
③　ヘッジ方針

当社は、社内で定めたデリバティブ取引に関する管理規程に基づき取引を行い、
為替変動リスク、金利変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
当社は、ヘッジ対象の相場変動又は、キャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によ
って有効性を評価しております。特例処理によっている金利スワップ及び、振当処
理を行った為替予約については、有効性の評価を省略しております。

⑹　その他計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 10,146,691千円

⑵ 担保に供している資産　　有形固定資産 6,134,391千円

２．表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月
31日）を当事業年度から適用し、個別注記表に「会計上の見積りに関する注記」
を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　たな卸資産の評価
⑴　当事業年度計上額
　　たな卸資産　　　　　1,674,662千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　事業年度末における正味売却価額が取得原価より下落している場合には、当該

正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。また、製造年月又は取得
年月から一定期間を経過したたな卸資産については、販売実績又は使用実績等合
理的と考えられる要因に基づき、たな卸資産の種類毎に規則的に帳簿価額を切り
下げております。

　　当社事業が属する市場の環境が予測より悪化し、たな卸資産の評価に影響を与
える要因が変動した場合、翌事業年度の計算書類において認識する金額に重要な
影響を与える可能性があります。

4．貸借対照表に関する注記事項

　上記物件は、短期借入金1,465,000千円、１年内返済予定の長期借入金923,500
千円、長期借入金3,099,000千円の担保に供しております。
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受取手形 97,643千円
電子記録債権 6,663千円

当座貸越極度額及び
コミットメントラインの総額 3,100,000千円

借入実行残高 1,465,000千円
差引額 1,635,000千円

短期金銭債務 44,182千円

営業取引による取引高 401,086千円
営業取引以外の取引高 18,782千円

⑶ 期末日満期手形等の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当
決算期末日が金融機関の休業日であったため、次の決算期末日満期手形等が決算期
末日残高に含まれております。

⑷ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約及びコ
ミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末
の借入未実行残高は次のとおりであります。

⑸ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

5．損益計算書に関する注記事項
関係会社との取引高
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（単位：株）
当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

自 己 株 式
　 普 通 株 式 98,108 10,800 10,800 98,108

合 計 98,108 10,800 10,800 98,108

6．株主資本等変動計算書に関する注記事項
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)１．当事業年度末の自己株式（普通株式）には、取締役株式給付信託（ＢＢＴ）が
保有する当社株式15,530株及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）が保有す
る当社株式41,470株が含まれております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加10,800株は、取締役株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の取得による増加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少10,800株は、取締役株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）への拠出による減少でありま
す。
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（単位：千円）
繰延税金資産

役員退職慰労引当金 220,586
賞与引当金 108,701
貸倒引当金損金算入限度超過額 1,224
減損損失 11,155
たな卸資産評価損 51,670
未払事業税 12,426
株式給付引当金 25,861
役員株式給付引当金 8,909
減価償却超過額 15,818
その他 80,177

繰延税金資産小計 536,530
評価性引当額 △23,657
繰延税金資産合計 512,873

繰延税金負債
圧縮記帳積立金 8,351
その他 3,713

繰延税金負債合計 12,065
繰延税金資産の純額 500,808

7．税効果会計に関する注記事項
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 千 円 ）

主要株主（個
人）及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等

酒井建物㈱
(注)３．

(被所有)
直接1.32

本 社 ビ ル
の賃借

賃料の
支払等

(注)１．
44,276

(注)２．

未払金 1,612

前払費用 2,272

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 千 円 ）

子会社
SIAM 
KOKEN
LTD.

所有
直接100.00

役務提供
契約の締結
資金の援助
役員の兼任

経営指導料
の受取
(注)１．

18,134
(注)３．

関係会社
未収入金 2,704

資金の貸付
の返済
(注)２．

92,880
(注)３．

関係会社
短期貸付金 －

利息の受取
(注)２．

647
(注)３．

関係会社
未収入金 －

8．関連当事者との取引に関する注記事項
　⑴　役員及び個人主要株主等

　（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等
賃借料の支払については、近隣の取引実勢に基づいて、２年に一度交渉
の上賃借料金額を決定しております。

２. 上記の取引金額は、消費税等抜きで表示しております。
３. 当社の主要株主酒井眞一が議決権の50％、酒井宏之が議決権の50％を

直接所有しております。
　⑵　子会社及び関連会社等

　（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等
経営指導料の受取については、役務提供契約を基礎として決定しており
ます。

２. 資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定してお
ります。

３. 上記の取引金額は、消費税等抜きで表示しております。
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１株当たり純資産額 2,175円96銭
１株当たり当期純利益 159円69銭

9．１株当たり情報に関する注記事項

　（注）１. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

２. 株主資本において自己株式として計上されている「取締役株式給付信託
（ＢＢＴ）」及び「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」に残存する
自社の株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定
上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま
す。
「１株当たり純資産額」の算定上、控除した当該自己株式数は、「株式
給付信託（ＢＢＴ）」は15,530株であり、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳ
ＯＰ）」は41,470株であります。
　また、「１株当たり当期純利益」の算定上、控除した当該自己株式数
の期中平均株式数は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」は14,997株であ
り、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」は40,258株であります。

10．重要な後発事象に関する注記事項
該当事項はありません。
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